



































































































































































































全国 東京都 単位 の比率
東尺都
（％）
項　　　目 全　国 東京都 単位 の比率　出火件数 73，072 1O，237 件 14．O
（％）出火建物数 42，551 5，615 件 13．O
病　院　数（1） 8，188 742 所 9・1火災損害額 113，796 17，976 百万円 15．8
病　床　数（1） 1，126 115 千床 10・2り災世帯数 43，464 7，571 世帯 17．8
在院患者数（1） 330，106 31，929 千人 9・7火災死者数 1，870 167 人 8．9
外来患者数（1） 378，541 45，447 千人 12・7火災負傷者数 9，789 1，736 人 17．7
一般診療所数（1） 71，929 10，852 所 15．1
歯科診療所数（1） 31，163 5，965 所 19．1　　　　表4教　　育（49年度）
医　師　数（2） 126，327 16，062 人 12．7　　　　　（文部省r学校基本調査速報」）
歯科医師数（2） 40，490 7，304 人 18．O
（総理府r日本の統計」1975より）
Table4．　Education（1974Fiscar　Year）
看護婦数（2） 311，784 31，027 人 10．O
保健婦数（2） 15，003 961 6・4　項　　目
東尿都
人 全　国 東京都 単位 の比率
注（1）厚生省「医療施設調査」　（2）厚生省「医師・歯科医師．薬剤師調査報告」　小　学　校　数
（％）
24，606 1，297 校 5．3
中学校数 10，802 738 校 6．8
























































































































項　　　　目 全　　国 東京都 単位の比率　　1（％）
■　’
事業所総数 707，245 91，184 所 12．9
従業員20人以上事 87，744 8，968 所 10．2
業所数
従業員総数 11，985 1，243 千人 10．4
従業員20人以上の 8，577 788 千人 9．2
事業所の従業員数
製造品出荷額等（a） 1，036，653 103，855 億円 ユ0，O
従業員20人以上の 890，751 80，824 億円 9．1
事業所の製造品出
荷額等







































































































































































































































































































項　　　　　　目 全国 東京都 単位 の比率
（％）一
商店数（除飲食店）（1） 1，546，634 146，244 店 9．5
常時従業員数（除飲食店）（1） 5，297，348 584，966 人 11．0
年間販売額（除飲食店）（2） 401，478 57，939 億円 14，4
商品手持額（除飲食店）（1） 47，339 5，756 億円 1212
売場面積（除飲食店）（1） 73，474，617 6，O16，952 m2 8．2
飲　　食　　店　　数（1） 542，142 82，795 所 15．3
飲食店常時従業員数（1） 2，028，582 397，931 人 19．6




































































項　　目 全　国 東京都 単位 の比率
（％）
商　店　数（1） 289・6・・j 54，571 店 18．8
常時従業員数（！） 3，271，017 763，540 人 23．3
年問販売額（2） 1，736，718 587，587 億円 33．8

























































































































































卸売業老よ 2，734，564 1，725，028 63．1
輸　　　　　入 120，271 105，947 88．1
受　　入　　計 10，099，762 6，584，109 65．2
卸売業者向出荷 3，689，032 2，588，070 70．2
小売業者向出荷 115，923 56，339 48．6




出　　荷　　計 9，968，180 6，521，517 65．4

































































































































































































項　　　目 全　国 東京都 単　位 の比率 時期 備　　考　　（出　典）
（％）
電力使用量（総量） 330，910 29，688 百万Kwh 9，0 49年度 電気事業連合会調
内電灯使用量 74，558 9，858 百万Kwh 13．2 49年度 同　上














全国 東京都 単位 の比率 時期
（％）
備　考　　（出典）
建設業事業所数 163，152 18，418 所 11．348年 建設省r建設工事施工統計調査報告」
建設工事施工額 280，796 101，059’億円 36．048年 同　　上
内，元請完成工事高 206，210 80，092 億円 38．848年 同　　上
内，下請完成工事高 74，586 20，967 億円 28．148年 同　　上
（以上，総理府「日本の統計」より）
建築物着工床面積 198，557 14，277 千m2 7．2 49年 建設省r建設統計月報」
建築物着工工事費予定額 136，274 13，751 億円 1011■ 49年 同　　上
公共工事工事費評価額 70，036 6，752 億円 9．6 49年 同　　上
着工新設住宅戸数 1，316，100 116，528 戸 8．9 49年 同　　上




















































































































































































白動車輸送人員（1） 27，311，215 3，357，789 千人 12．3
トラ　ッ　ク事業者（杜）数（ユ） 30，141 4，782． 15．9
パス事業者（杜）数（1） 999 68 6．8
ハイヤー・タクシー事業老（杜）数（1） 50，482 18，846 37．3












































































































































































































































































































































































































項　　　目 全国 東京都 単位 の比率 時期 備　　考　　（出典）
（％）
手形交換枚数 413，253 149，272 千枚 36．1 49年中 東京銀行協会「手形交換統計年報」
手形交換金額 6，639，385 3，579，547 億　円 53．9 同上 同　　　上
株式売買株数 138，900 63，745 百万株 45．9 同上 東京証券業協会「証券業報」
株式売買金額 342，717 162，264 億　円 47．3 同上 同　　　上













項　　　目 全国 東京都 の比率
（％）
一般預金（計） 739，698 245，307 33．2
要求払預金 306，676 121，281 39．5
定期性預金1 420，801 112，411 26．7
公金預金 29，705 3，835 12．9
金融機関預金 32，779 10，981 33．5








































































































































年 全　　国 東京都 の比率
（％）
44年 2，620，024 1，345，259 51．3
45年 3，189，806 1，641，983 51．5
46年 3，670，150 1，933，760 52．7
47年 4，270，318 2，233，637 52．3
48年 5，454，428 2，880，154 52，8
49年 6，639，385 3，579，547 53．9



































全　国 東京都 単　位 の比率
（％）
水　産　業会杜数 6 6 杜 100．0
資本金 426．7 426．7 億円 100．O
売上額（半年） 4，198．9 4，198．9 億円 10010
鉱　　　業会杜数 13 10 杜 76．9
資本金 575．7 533．5 億円 93．0
売上額（半年） 3，795．7 3，676．5 億円 96．9











































































































































































































































































































































































































































































































































































物品賃貸業 669，864 346，926 51．8
情報サービス業 245，263 139，671 56．9
広　　告　　業 1，365，495 834，678 61．1
デザイ　ソ業 62，271 38，130 61．2
コソサルタソト業 70，544 29，489 41．8




























































































































































項　　目 全　　国 東京都 の比率
（％）
新聞広告 409，855 230，262 56．2
雑誌広告 83，734 64，518 77．1
テレピ広告 411，563 282，918 68．7
ラジオ広告 54，915 27，744 5011
そ　の　他 405，431 229，237 56．5
計 1，365，498 834，679 61．1
注昭和48年11月1日～昭和49年10月30日の合計
　表43郵　　　便　　　（48年）
（郵政省r昭和48年郵政統計年報・郵便編」）
　　　Table43　1M1ail　（1973）
項
内国料金納付形態別
　通常平常信
　切手ちょう付
　料金別納
　料金後納
　小　　　　包
　切手ちょう付
　料金別納
　料金後納
年　　　　賀
選　　挙　　用
計
計
速達郵便物扶別取り扱い
　　（ビジ不ス郵使）
　　差　　内　　人
　　指定受取人
　　引受（差出）
郵便私書箱数
第3種郵便物認可数
　　　（49年3月末）
内国普通通常郵使物数
　第　　1　種
　第　　2　種
　第　　3　種
　第　　4　種
全　　　国
10，716．765
5，671．253
3，110．623
1，934．889
　180．189
　125．538
　28．635
　26．016
2，211．877
　　8，674
　11．748
　11．255
　641．697
　76．938
　13．965
10，082．943
5，211．702
3，625．386
1，225．284
　20，571
東京都
3，190．043
1，183．769
1，275．715
　730．559
　53．223
　31．092
　13．304
　8．827
　320．498
　　1，217
　3．092
　2．825
　261．613
　12．816
　6．670
3，004．729
1，537．367
　886．670
　569．971
　10，721
単位
千通
千通
千通
千通
千通
千通
千通
千通
千通
千通
人
人
通
個
千通
千通
千通
千通
千通
東京都の比率
　　（％）
29，8
20，9
41，0
37，8
29，5
24，8
46，5
33，9
14，5
14．O
26，3
25，1
40，8
16，7
47，8
29，8
29，5
24，5
46，5
52．1
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京の全国に対する比率が40パーセソトとなっているのは上記のこと，すなわち本杜集中や出
版・印刷との関連，を裏付けるものである．さらに，いわゆるビジネス郵便や第三種郵便の
差出についての東京の比率が40～50パーセソトであり，第三種郵便認可数の東京の全国に
対する比率も約50パーセソトであることも，同じように上記の裏付けといえよう．
　なお，通信の一つとして重要な電話については第2報以降において検討することとする．
12．あとがき
　r東京の災害が全国に及ぽす影響」という課題にとって，この報告は単に人口比率との対
比という形で東京の現状をとらえたにすぎないが，それでも非常に重要なことを明らかにす
ることができた．
　（1）東京におけるほとんどの活動の全国に対する比率は人口比率に等しい．この面から
いえば，東京の災害は全剛こ対して約10パーセソトの影響を及ぽすと言える．これをr10
バーセソトも」ととらえるか，r10パーセソトしか」ととらえるかは議論のあるところであ
るが，次のような考察から，r10パーセソトしか災害を及ぼさない」という表現を用いた
し・．
　　（i）次に述べる50パーセソトの影響と比較するならばわずかな影響である．
　　（ii）人問の生活に根ざすから人口比率と同じになるのであり，東京の人口を減らすこ
　　　　とによって解決できるものである（ただし，人口を減らすことは容易ではないが）．
　　（iii）地震災害によって全東京が全減することはあり得ない．どんなに多くても半分で
　　　　ある．したがって全国に及ぽす影響も多くて5パーセソトである．
　（2）　これに対して，手形・株式などの金融関係，広告・情報サービス・郵便・出版など
の情報関係は50パーセソトの比率である．すなわち，東京の災害は，この面では全国に対
し多けれぼ50パーセソト，少なくとも30バーセソト近くの影響を及ぽすのである．
　さて，上記（2）の問題において，なぜ東京の全国に一対する比率が50バーセソトとなる
のか，また東京の災害が全国に対しどのような経路でどのように，どのくらい影響を及ぽす
かなどについて，さらに詳しく検討する必要があろう．第2報以下においてその検討結果を
報告したい．なお，全国の10パーセソトの人がなぜ東京に集まるのかという問題に対する
」つの答えが，上記（2）の集中であるという考え方もある．この点に一ついても第2報以下
でふれたい．
　なお，この研究は，国土庁計画・調整局計画課坂本一夫氏との討論によってヒソトが得ら
れたことを記して感謝の意を表わしたい．また，国立防災科学技術セソター菅原前所長，高
村第1研究部長に有益な助言をいただいた．
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東京の災害が全国に及ぽす影響（第1報）一渡辺
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4．
5
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